






































































































































































































































































2012 年 9 月の河北新報社の調査によると、防
災集団移転促進事業で大臣の同意をえた 162 地区
の中で、移転に参加するのは、地区内の移転対象












































































































































































































































4000 人のうち、7割にあたる 3000 人が流出して
いると言われている。
この中のどれだけの人が被災地に戻ってくる
か、現状では見通しが暗い。阪神・淡路大震災の
例でも明らかなように、一度被災地外に転出した
人は、もとの被災地には戻って来てくれない。仕
事の関係や学校の関係もあり、「住めば都」とい
うことで移転先に定着してしまうからである。
こうした人口の減少やコミュニティの弱体化
は、何よりも復興まちづくりの遅れから来てい
る。どこに住めるかの展望がない中で、確実に住
宅が得られる地域外へ人びとは流れていく。それ
に加えて、今回の震災では「みなし仮設」に代表
されるように、コミュニティを崩す形での個別避
難が推奨されたことも、被災地の人口減少につな
がっている。さらには、被災地では仕事が得られ
ないこともあって、被災地離れは加速している。
この中で、将来を託すべき若者が、魅力のある仕
事を求めて被災地外に流出する傾向が見られ、被
災地再建に暗い影を落としている。何れにして
も、住宅と雇用さらには学校や病院がなければ、
人口が流出するのも仕方がないと言えよう。
質の問題では、復興や移転を巡って、コミュニ
ティの中に対立関係が持ち込まれ、一体感が失わ
れているという問題もある。移転するか否かとい
う踏み絵的な選択肢が押し付けられて、コミュニ
ティがまた裂き状態になっているのが、その代表
例である。先に集団移転のところで触れたよう
に、移転対象地域にある世帯の半数しか一緒に移
転しないという状況は、コミュニティが一つにな
れない苦しい現実を反映している。被災者それぞ
れがおかれている状況が違うので、意見の違いや
対立は避けられない。しかし、対立したままで
は、先が見えてこないというか、コミュニティの
崩壊を招く。コミュニティが一つにならないとい
けない時に、コミュニティがバラバラになってし
まっている。接着剤というか、まちづくりなどの
専門家の献身的なサポートが求められている、と
いってよい。
4	 これからの復興のために
以上の現状の考察を踏まえて、これからの復興
のあり方を考えてみたい。復興のビジョン、復興
のプロセス、復興の制度、復興の財源のそれぞれ
について、現在の問題点とその解決の方向を明ら
かにしておきたい。
（1）復興のビジョン
復興の目標については、先に述べたとおりであ
る。その目標をどう捉えるかで、基本的な復興の
構想も方針も違ってくる。津波からの安全性に重
点を置くと、巨大な堤防で取り囲むとか、高台に
丸ごと移転するとかいった方向が、目指されるこ
とになる。安全重視の高台移転については、私な
りの意見を持っているが、既に他のところでも触
れているので、ここでは繰り返さない。ただ、高
台移転はケースバイケースで、絶対的反対の立場
をとっていないことだけは、あえて申し添えてお
きたい。
さてここでは、復興の現状で触れることができ
なかった「生態を考える」ことの必要性を、強調
したい。今回の復興のもっとも重要なテーマの一
つは、自然と人間がいかに向き合い共生するかと
いうことである。共生といっても、海岸のすべて
を公園にして自然の回復をはかるといった、単純
なものではない。生態系として、海と山の関係、
海岸線と海辺の暮らしとの関係をどうとらえるか
が、問われている。自然の織りなす風土とそこで
育まれてきた、東北の豊かな文化との関係も問わ
れている。となると、簡単に山を削ってという発
想や、海岸をコンクリートで固めてという発想
には、行き着かない。人間と自然の関係を考えて
も、海と向き合うことはとても大切で、海に背中
を向けて逃げ出す選択肢はあり得ない。この生態
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的あるいは共生的視点が、現在の復興の構想に欠
落しているために、「海さえ見えれば高台でも」
といった、被災者の腑に落ちない「あいまいな決
着」を許すことになっている。もっと、自然や文
化を論じなければならないというのが、私の主張
である。
（2）復興のプロセス
復興計画の立案のプロセスが、正しければおの
ずから計画の持つ誤りも正され、みんなが納得し
うる結論も引き出される。しかし、そのプロセス
が間違っておれば、その間違いを正すことは難
しく、みんなの夢を実現することも難しい。復
興のプロセスでは、「復興の心技体」が欠かせな
い。心というのは、皆の気持ちが一つになること
である。そのために、コミュニティに関わる全て
の人が集まってその思いを語り、時間をかけて納
得するまで議論をすることが、欠かせない。しか
し今回の震災では、その時間と空間を確保するこ
とが、コミュニティの崩壊で見たように、困難で
あった。
技というのは、工夫や知恵が欠かせないという
ことである。どうすれば安全にできるか、どうす
れば合意形成ができるか、そのための専門的な支
援が欠かせない。防災やまちづくりの専門家が求
められる所以である。数百を超える被災集落は、
それぞれに個別性をもっており、個別性に応じた
答えを導き出すためには、それぞれの集落に専門
的支援者が張り付かなければならないが、専門家
の数が足りないこともあって、それができていな
い。財源がある行政の周りには、専門家が押しか
けるが、財源のない集落には張り付かない。行政
に知恵があって集落に知恵がなければ、行政のい
いなりになってしまうし、集落の個別性を活かす
ことができない。ここでは、専門家の責任とモラ
ルが厳しく問われている。
体というのは、連携や協働の体勢が欠かせない
ということである。とりわけ、基礎自治体である
行政とコミュニティ、あるいは行政職員と被災者
が連携することが欠かせない。ところが、行政そ
のものが、職員の死亡や庁舎の流出で崩壊してし
まい、被災者と向き合う余裕を失ってしまった。
その結果として、不毛な対立というか疎遠さが持
ち込まれ、協働や合意を困難にしている。これを
解決するには、両者をつなぐ媒介者あるいは調整
者としての、中間支援組織の存在が欠かせない。
阪神・淡路大震災では被災者復興支援会議、中越
地震では中越復興市民会議がつくられた、行政と
被災者の中間に入って被災者の声を拾いあげ、そ
れを政策提案の形で行政に届ける役割を果たし
た。行政と被災者の中間にあって、アウトリーチ
とアドボカシーをはかる組織体が欠かせないので
ある。これについては今からでも遅くなく、災害
復興学会を含め心ある有志が集まる形でも良いか
ら、つくることができればと思っている。
（3）復興の制度
寺田寅彦の言葉を持ち出すまでもなく、災害は
進化する。今日のように、社会変化のスピードが
激しい時は、なおさらである。それだけに、過去
の経験にこだわっていると、進化について行けな
い。復興についてもそうで、過去の経験をベース
にしてつくられた制度を杓子定規に当てはめる
と、現実に合わないがための混乱や軋轢を引き起
こしてしまう。それだけに、既存の制度を弾力的
に運用して、被災の現実や被災者のニーズに合わ
せる努力を、最大限講じなければならない。
今回の震災では、災害危険地域の指定や防災集
団移転の事業を無理やり行使して、復興をはかろ
うとする傾向が顕著である。制度を硬直的に運用
していることもあるが、その本来の趣旨を取り間
違えていることもあって、混乱と犠牲を被災者に
押し付ける結果になっている。防災集団移転は、
土石流などの危険に対して移転しか対策手段がな
い小規模集落を念頭に置いてつくられた法律で、
大規模な集落あるいは沿岸部の集落に機械的に当
てはめようとするには、無理がある。
雲仙噴火災害の安中地区、北海道南西沖地震の
奥尻地区（岬地区を除く）で、防災集団移転がう
まくゆかなかったのはその制度の持つ限界ゆえの
ことである。この限界というか困難性を見極め
て、既成の制度を使うかどうか、使うにしてもい
かに弾力化をはかるかどうか、事前の検討をしっ
かりしておかなければならない。「初めに防集あ
りき」ではない。
復興の目的は防災だけではない、漁業や農業の
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再生も地域コミュニティの再建も、さらには医療
過疎の解消などもある。こうした課題を総合的に
達成するうえでどのような制度をどのように組み
合わせればよいかを考えなければならない。漁港
の整備などを同時にはかろうとすれば、漁業集落
整備に係る事業制度をもっと積極的に活用すべき
ではなかったか。この制度の問題点については、
災害復興学会の「復興アリーナ」で詳しく論じて
いるので、それを参照して欲しい。
（4）復興の財源
先日、劇作家で阪大教授の平田オリザさんの講
演を聞く機会があった。その中で、「巨額の財政
投資は、地域の自立を妨げ、自己判断を失わせ
る」という、極めて重要な指摘をされていた。今
回の復興では、20 兆近い巨額の財源が国から投
じられている。全壊世帯数で割ると、1世帯 1億
円を軽く超える額である。阪神・淡路大震災の 2
倍もの国費が投じられている。しかし、それが正
しく使われ、被災者の自立や復興に役立っている
かというと、決してそうではない。被災者は、生
業や生活の再建に必要な財源がなく、復興の目途
がつかずに苦しんでいる。
予算が被災者に届かないのは、創造的復興とい
う美名あるいは日本経済救済という大義のもと
に、復興とは直接関係ない事業に膨大な財源が使
われているからである。復興予算の全体フレーム
を見ても、集団移転などに使われる「復興交付
金」が 1兆 8千億であるのに対して、被災者とは
あまり関係のない「大震災関係経費」といわれる
ものが 3兆 6千億と倍に及んでいる。この関係経
費の内訳をみると、企業立地補助金や節電エコ補
助金あるいは核融合開発研究など、本来であれば
復興予算と別枠で予算化すべきものが多数含まれ
ている。例えば、立地補助金として、500 件の交
付がなされているが、そのうち被災地に関わるも
のは、僅か 30 件である。
この目的外流用に加えて、たかり構造による無
駄使いも無視できない。予算の使用を巡ってピン
はねというか中間搾取がまかり通っている。瓦礫
処理を見ても、瓦礫 1トン当たりの処理単価が、
阪神・淡路大震災の 2倍から 3倍もかかっている。
この瓦礫処理だけでなく、住宅の建設や用地の確
保あるいは堤防の建設などにおいても、業者の言
い値でお金をばらまくといった状況が見られる。
復興財源の使われ方に対して、国民的監視を強め
なければならないし、被災者自身が怒りの声をあ
げなければならないであろう。
この財源の使い方について、「ゆっくりと時間
をかけて使う」という視点も忘れてはならない。
現状では、巨額のお金を 3年という短期間に集中
して使おうとしている。そのことは、単年度予算
で年度末に余った予算の無理やり使うのと同じ問
題を、引き起こしつつある。各論では「ゆっくり
進めることが大切」と最初に述べたが、復興の議
論に十分な時間をかけなければならないというこ
ともあるが、被災地域にお金を循環させるために
時間が必要だということ、そして無駄使いを避け
るためにも時間が必要だということを考えてのこ
とである。
